
証券コード7229

定時株主総会招集ご通知

第 36回

2022年6月24日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前9時）

開 催

日 時

静岡県浜松市中区東伊場１－３－１

グランドホテル浜松　孔雀（２階）
※受付：萩（１階）

開 催

場 所

決議事項

第１号議案　剰余金処分の件

第２号議案　定款一部変更の件

第３号議案　取締役13名選任の件

第４号議案　補欠監査役１名選任の件

書面による議決権行使期限

2022年6月23日（木曜日）
午後5時まで

株主総会における新型コロナウイルス
感染拡大防止への対応のお願い

■当日は、事務局スタッフはマスクを着用させていただきます。
■�株主総会終了後の懇親会は予定しておりません。
　予めご了承のほどお願い申し上げます。
■株主総会へのご出席を検討されている株主様におかれま
しては、日頃の健康状態にご留意いただいた上でご出席く
ださい。

■�ご出席される株主様におかれましては、マスクの着用に�
ご協力をお願いいたします。

■�書面によって議決権を行使することができますので、�
そちらのご利用も併せてご検討ください。

以上、株主の皆様のご理解とご協力をお願い申し上げます。

株主総会ご出席株主様へのお土産の配布は取り止
めとさせていただきます。
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証券コード７２２９
2022年６月８日

株 主 各 位
静岡県浜松市東区豊町508番地の１

株式会社 ユ タ カ 技 研
代表取締役社長 白 石 直 己

第36回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第36回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手

数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、2022年６月23日（木曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいます
ようお願い申しあげます。

敬 具
記

１．日 時 2022年６月24日（金曜日）午前10時
２．場 所 静岡県浜松市中区東伊場１-３-１

グランドホテル浜松 孔雀 （２階）
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第36期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監
査結果報告の件

２．第36期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役13名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット
上の当社ウェブサイト(アドレス https://www.yutakagiken.co.jp)に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事 業 報 告

(
2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

１．企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度における経済環境は、国内ではコロナワクチン接種の進展に伴い経済活

動が正常化し始めたことで持ち直し基調がみられました。自動車生産台数においては、堅

調な新車需要があるものの半導体不足に起因する供給制約の長期化や物流の混乱などによ

り、完成車メーカー各社は昨年比減少となりました。

一方海外では、米国の新型コロナウイルス感染状況の改善と良好な雇用などに支えられ

個人消費を中心に回復基調で推移していますが、自動車生産台数は半導体不足、物流の停

滞などにより下降基調となりました。また中国では、主要都市のロックダウンを始め活動

制限や電力不足などを背景に景気はスローダウンしたものの、自動車生産台数は補助金政

策などにより増加基調となりました。

世界経済は新たな変異株への脅威やロシアのウクライナ侵攻による原油高、資源高の高

騰も背景に依然として先行きは不透明な状況です。

この様な環境の中、当社グループは、半導体供給不足に伴う顧客からの受注減はあった

ものの、新型コロナウイルス感染症からの回復による顧客からの受注増や円安効果に加

え、日本において前期での固定資産減損損失計上による影響がなくなったことにより、売

上収益は、2,133億９千５百万円(前年同期比11.5％増)、営業利益88億５千３百万円(前年

同期比143.1％増)、税引前利益113億６千５百万円(前年同期比196.2％増)、当期利益68億

７千９百万円(前年同期は当期損失２億４百万円)、親会社の所有者に帰属する当期利益44

億６千６百万円(前年同期は親会社の所有者に帰属する当期損失13億３千５百万円)となり

ました。
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セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

（日本）

半導体供給不足による影響はありましたが、新型コロナウイルス感染症からの回復に

伴う顧客からの受注増や海外からの収入増に加え円安効果により増収となりました。利

益面では、増収効果に加え前期での固定資産減損損失計上に伴う影響がなくなったこと

による増加があったものの、当期において日米APAの合意に伴う価格調整金を引当計上

したことにより、売上収益379億８千８百万円(前年同期比1.6％増)、営業損失83億３千

９百万円(前年同期は営業損失68億８千８百万円)となりました。

（北米）

半導体供給不足に伴う顧客からの受注減影響はあるものの、新型コロナウイルス感染

症からの回復に伴う顧客からの受注増に加え、日米APAの合意に伴う価格調整金を収入

計上したことにより、売上収益346億円(前年同期比16.8％増)、営業利益50億６千４百

万円(前年同期比1,352.4％増)となりました。

（アジア）

半導体供給不足に伴う顧客からの受注減影響はあるものの、主にインドネシアとタイ

において新型コロナウイルス感染症からの回復に伴う顧客からの受注増により、売上収

益229億８千４百万円(前年同期比29.3％増)、営業利益13億６千７百万円(前年同期は営

業損失１千８百万円)となりました。

（中国）

顧客からの受注増により売上収益1,320億７百万円(前年同期比10.0％増)、営業利益

109億７千５百万円(前年同期比6.7％増)となりました。

（その他）

イギリスの工場閉鎖に伴う売上収益の減少があったものの、会社清算手続きに伴う固

定資産売却等があり、売上収益29億７千７百万円(前年同期比46.5％減)、営業利益９千

２百万円(前年同期は営業損失２千万円)となりました。

(注) 上記に記載しているセグメント別の売上収益は、外部顧客への売上収益とセグ

メント間の内部売上収益の合計であります。
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② 設備投資の状況

当社グループでは、更にコスト競争力を高めるため、新機種及び合理化等の対応に向け

て、モーター部品を含む自動車部品四輪を中心に62億６千３百万円の設備投資を実施しま

した。

なお、上記金額には無形資産への投資が含まれております。

③ 資金調達の状況

当連結会計年度の所要資金は、自己資金及び借入金により充当いたしました。

(2) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

＜IFRS＞

区 分
第33期

2019年３月期
第34期

2020年３月期
第35期

2021年３月期
第36期

2022年３月期

売 上 収 益 (百万円) 181,264 163,435 191,326 213,395

税 引 前 利 益 (百万円) 9,010 4,546 3,837 11,365

親会社の所有者に帰属する当期利益又は損失(△) (百万円) 4,662 1,049 △1,335 4,466

基本的１株当たり当期利益又は損失(△) (円) 314.59 70.79 △90.07 301.35

資 産 合 計 (百万円) 153,873 147,515 189,178 208,334

② 当社の財産及び損益の状況

＜日本基準＞

区 分
第33期

2019年３月期
第34期

2020年３月期
第35期

2021年３月期
第36期

2022年３月期

売 上 高 (百万円) 74,773 74,853 36,494 36,460

経 常 利 益 (百万円) 7,337 1,894 6,029 8,488

当期純利益又は損失(△ ) (百万円) 5,835 △1,658 1,032 322

１株当たり当期純利益又は損失(△) (円) 393.75 △111.89 69.65 21.72

総 資 産 (百万円) 65,533 64,626 68,043 71,094

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年3月31日）等を当事業年度の期首から適用し
ており、2021年3月期に係る各数値については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値となってお
ります。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

当社の親会社は、本田技研工業株式会社であり、同社は当社の株式を10,322千株（出資

比率69.66％）所有しております。

② 親会社との取引に関する事項

当社は親会社に対し、主として、原材料の仕入及び自動車部品を販売しております。

製品の販売における販売価格は経済合理性に基づき市場価格及び当社の生産技術等を勘

案し見積価格を提示して価格交渉の上、合理的な判断に基づき公正かつ適正に決定してお

ります。また原材料の仕入については市場価格を参考の上、決定しております。

親会社との取引においては、社外役員を含めた経営会議及び取締役会において多面的に

議論し、当社独自の意思決定を行っており、意思決定手続きの正当性については問題ない

と判断しております。
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③ 重要な子会社の状況

名 称 資 本 金 出 資 比 率 主要な事業内容

株式会社スミレックス 95百万円 100.0％ 自動車部品製造、販売

新日工業株式会社 100百万円 52.0％ 自動車部品製造、販売

カーディントン・ユタカ・テクノロジーズ・イン

コーポレーテッド

21百万

米ドル
100.0％ 自動車部品製造、販売

ユタカギケン（ユーケー）リミテッド １英ポンド 100.0％
ユーワイエス・リミテッドの持

株会社

ユーワイエス・リミテッド １英ポンド
56.7％

自動車部品製造、販売
（56.7％）※２

ユタカ・マニファクチャリング（フィリピンズ）

インコーポレーテッド

530百万

比ペソ
100.0％ 自動車部品製造、販売

ユージー・フィリピンズ・インコーポレーテッド
22百万

比ペソ

40.0％
ユタカ・マニファクチャリング

（フィリピンズ）インコーポレー

テッドの土地保有会社
（40.0％）※３

ピー・ティー・ユタカ・マニファクチャリング・

インドネシア

15,572百万

ルピア
79.3％ 自動車部品製造、販売

佛山市豊富汽配有限公司
176百万

人民元

84.0％
自動車部品製造、販売

（2.2％）※４

武漢金豊汽配有限公司
47百万

人民元
80.0％ 自動車部品製造、販売

ワイエス・テック（タイランド）カンパニー・リ

ミテッド

226百万

タイバーツ

100.0％
自動車部品製造、販売

（35.0％）※４

ユタカ・ド・ブラジル・リミターダ
64百万

レアル
100.0％ 自動車部品製造、販売

ユタカ・オートパーツ・インディア・プライベー

ト・リミテッド

1,118百万

印ルピー
100.0％ 自動車部品製造、販売

ユタカ・テクノロジーズ・デ・メキシコ・エス・

エー・デ・シー・ブイ

343百万

墨ペソ

100.0％
自動車部品製造、販売

（1.0％）※５

(注) １．出資比率の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。
※２．所有会社は、ユタカギケン（ユーケー）リミテッドであります。
※３．所有会社は、ユタカ・マニファクチャリング（フィリピンズ）インコーポレーテッドであります。
※４．所有会社は、新日工業株式会社であります。
※５．所有会社は、カーディントン・ユタカ・テクノロジーズ・インコーポレーテッドであります。
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＜中・長期コンセプト＞

電動化時代の
基盤確立

●組織のリポジショニング
●主幹事業の足固め

●全拠点黒字化
●新技術/製品の仕込み

●ユタカ リスタート
〈新技術/製品の展開〉

電動化への
新価値商品の創造

事業効率の追求

モータービジネス確立

主幹事業の足固め

＜第14次中期＞
（2020年4月～2023年3月）

＜第15次中期＞
（2023年4月～2026年3月）

＜第16次中期＞
（2026年4月～2029年3月）

(4) 対処すべき課題

当社グループをとりまく環境は、「主要市場での自動車販売の鈍化」「自動車メーカー系列
を超えた提携拡大」「経済構造の変化」、そして「脱炭素社会に向けた自動車電動化のさらな
る加速」という大きな変化を見せています。
自動車業界では環境変化に対応した全世界的な自動車生産体制の見直しなどの動きがみら

れ、当社グループにおいても各地域での役割機能の見直しを行って参りました。
今後も当社グループをとりまく環境は、さらに厳しい状況へ移行していると認識し以下の

とおり、中・長期のコンセプトを定め環境変化に対応した施策を強化して参ります。
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第14次中期においては、さらに進化する電動化の波に追従できるモータービジネスの確立
を進めるとともに、主幹事業の足固めを展開し、第14次中期末時点で全拠点の黒字化を目指
すために以下の戦略テーマを掲げ取り組んでおります。

１．「主幹部品の収益性向上」

各領域の戦略を見直し、課題改善と施策を遂行し強化を進めております。主幹部品のラ
イン最適化を確実に展開し収益確保できる体質づくりを行います。さらに日本・地域本部
の役割を明確にしていきます。

２．「事業基盤の強靭化」

主幹事業の将来を見据え、事業の「選択と集中」で、事業性の向上を図っております。
また、系列に頼らない主幹部品拡大のために体制強化を行います。併せてモノづくりの進
化と応用部品の採用を目指していきます。

３．「環境変化への適応力向上」

次世代を担えるリーダーの育成と適正配置、そしてデジタルツール活用で業務効率向
上、新時代をリードできる新価値製品の仕込みを行います。

４．「CSR活動の強化」

安全、環境、内部統制、リスクマネジメントなどサステナビリティの強化を図り、社会
的責任を果たすとともに、持続可能な企業活動を通じ、ステークホルダーにとって安心・
信頼のできる企業を目指していきます。さらに、脱炭素社会に向けた取り組み強化を進め
て参ります。

その中でも、昨年に引続き以下６点は個別優先課題と認識し、推進しております。

①．モーター部品の安定生産・収益性向上

②．生産体質強化による国内黒字化

③．北米地域の再建、安定化

④．英国子会社工場閉鎖

⑤．新型コロナウイルス感染症等のリスクへの対応

⑥．環境課題への取り組み強化
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(5) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

当社グループでは、主として自動車部品の製造及び販売を行っております。

(6) 主要な営業所及び工場（2022年３月31日現在）

① 当社

本社・豊製作所 静岡県浜松市東区豊町508番地の１

三重製作所 三重県津市あのつ台２丁目２番１号

嵐山製作所 埼玉県比企郡嵐山町花見台13番地

栃木開発センター 栃木県さくら市鷲宿4480番地の17

② 子会社

（連結子会社）

株式会社スミレックス 静岡県浜松市

新日工業株式会社 愛知県豊川市

カーディントン・ユタカ・テクノロジーズ・インコーポレーテッド 米国 オハイオ州

ユタカギケン（ユーケー）リミテッド 英国 オックスフォード州

ユーワイエス・リミテッド 英国 オックスフォード州

ユタカ・マニファクチャリング（フィリピンズ）インコーポレーテッド フィリピン ラグナ市

ユージー・フィリピンズ・インコーポレーテッド フィリピン ラグナ市

ピー・ティー・ユタカ・マニファクチャリング・インドネシア インドネシア ブカシ市

佛山市豊富汽配有限公司 中国 佛山市

武漢金豊汽配有限公司 中国 武漢市

ワイエス・テック（タイランド）カンパニー・リミテッド タイ プラチンブリ県

ユタカ・ド・ブラジル・リミターダ ブラジル サンパウロ州

ユタカ・オートパーツ・インディア・プライベート・リミテッド インド ラジャスタン州

ユタカ・テクノロジーズ・デ・メキシコ・エス・エー・デ・シー・ブイ メキシコ グアナファト州
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(7) 使用人の状況（2022年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

5,885（2,111）名 229名減 （156名増）

(注) 使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、嘱託社員、人材会社からの派遣社員を含
む。）は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

962（258）名 7名減（29名減） 43.1歳 20.2年

(注) 使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、嘱託社員、人材会社からの派遣社員を含
む。）は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 8,972

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 770

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 596
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２．会社の現況
(1) 株式の状況（2022年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 52,480,000株

② 発行済株式の総数 14,820,000株

③ 株主数 1,390名

④ 大株主（上位10名）

株 主 名
持 株 数

(株)
持 株 比 率

(％)

本 田 技 研 工 業 株 式 会 社 10,322,000 69.66

B B H F O R F I D E L I T Y L O W - P R I C E D S T O C K F U N D
( P R I N C I P A L A L L S E C T O R S U B P O R T F O L I O )

1,199,183 8.09

ユ タ カ 技 研 従 業 員 持 株 会 284,600 1.92

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 282,000 1.90

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 200,000 1.35

B B H F O R F I D E L I T Y G R O U P T R U S T B E N E F I T
( P R I N C I P A L A L L S E C T O R S U B P O R T F O L I O )

198,014 1.34

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 129,800 0.88

三 菱 U F J 信 託 銀 行 株 式 会 社 120,000 0.81

B N Y M A S A G T / C L T S 1 0 P E R C E N T 82,703 0.56

I N T E R A C T I V E B R O K E R S L L C 69,500 0.47

(注) 持株比率は自己株式（1,824株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新

株予約権の状況

該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2022年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 白 石 直 己

専 務 取 締 役 岡 本 克 巳 南米・欧州担当、株式会社スミレックス担当、新日工業株式会社担当

常 務 取 締 役 北 嶋 晃 開発本部長

常 務 取 締 役 芝 山 速 人 品質保証責任者

常 務 取 締 役 佐々木 正 男 技術本部長、アジア担当

常 務 取 締 役 青 島 隆 男 生産本部長、中国担当

取 締 役 大 橋 貞 明 ユタカ・ド・ブラジル・リミターダ取締役社長

取 締 役 桐 山 敏 英 北米地域本部長

取 締 役 廣 川 功 グローバル部品事業本部長、リスクマネジメントオフィサー

取 締 役 大 間 孝 事業管理本部長、安全環境担当、コンプライアンスオフィサー

取 締 役 山 本 晶 久 営業購買本部長

取 締 役 柴 行 延

取 締 役 松 山 誠 松山誠税理士事務所 税理士

常 勤 監 査 役 種 茂 明 久
株式会社スミレックス監査役、佛山市豊富汽配有限公司監事、
武漢金豊汽配有限公司監事

常 勤 監 査 役 一 宮 勇 治

監 査 役 鈴 木 祐 介 三井法律会計事務所 弁護士

(注) １．取締役 柴行延氏及び松山誠氏は社外取締役であります。
２．常勤監査役 一宮勇治氏及び監査役 鈴木祐介氏は社外監査役であります。
３．常勤監査役 一宮勇治氏は、過去に当社の親会社である本田技研工業㈱の経理部門において長年に渡

り業務に携わっており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
４．2021年６月25日開催の第35回定時株主総会終結の時をもって、監査役 高橋重雄氏は辞任により退任

いたしました。
５．取締役 柴行延氏及び松山誠氏並びに監査役 鈴木祐介氏は、東京証券取引所の定める独立役員の要件

を満たしており、当社は各氏を同取引所に独立役員として届け出ております。
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② 責任限定契約の内容の概要

当社は、取締役 柴行延氏及び松山誠氏並びに監査役 一宮勇治氏及び鈴木祐介氏との間に、

会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締

結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める

最低責任限度額であります。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を、当社及び当社子

会社におけるすべての取締役及び監査役を被保険者として保険会社との間で締結し、第三者訴

訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担することとなる損害賠償金及び争訟費用を当該保

険契約により補填することとしております。保険料は全額当社が負担しております。なお、犯

罪行為や法令に違反することを認識しながら行った行為に起因する役員自身の損害等は補償対

象外とすることで、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じておりま

す。

④ 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等

（１）取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

2007年６月22日開催の第21回定時株主総会の決議による取締役の報酬限度額は、年額350百

万円以内（但し、使用人分給与は含まない。）であります。当該定時株主総会終結時点の取締

役の員数は15名です。

2007年６月22日開催の第21回定時株主総会の決議による監査役の報酬限度額は、年額50百万

円以内であります。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

（２）取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、2021年５月26日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決

定方針を決議しております。

取締役及び監査役の報酬は、企業価値の継続的な向上を可能とするよう、短期のみでなく中

長期的な業績向上への貢献意欲を高める目的で設計し、多様で優秀な人材を引きつけることが

できるような水準等を考慮して、株主総会で承認された限度額の範囲内で、職務執行の対価と

して毎月固定額を支給する基本報酬と、当該事業年度の業績、株主への配当等の事情を勘案し

た役員賞与によって構成されます。なお、基本報酬と役員賞与の配分は、株主総会で決定した

報酬総額に対し、基本報酬を６割から９割の範囲内、役員賞与を４割以内とし、取締役の報酬

は取締役会決議、監査役の報酬は監査役の協議により決定しております。なお、取締役の個人

別の報酬等の決定に当たっては事前に独立社外取締役の意見を聴取したうえで決定しており、

方針に沿うものであると判断しております。
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（３）当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支給人員（名） 報酬等の総額（百万円）
報酬等の種類別の総額（百万円）

基本報酬 業績連動報酬等

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

13 213 213 ―
（２） （10） （10） ―

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

４ 44 44 ―
（３） （24） （24） ―

合 計 17 256 256 ―

(注) １．上記には、2021年６月25日開催の第35回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名を含んで
おります。

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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⑤ 社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役 松山誠氏は、松山誠税理士事務所の税理士であります。

なお、当社と兼職先との間には、特別の関係はありません。

・監査役 鈴木祐介氏は、三井法律会計事務所の弁護士であります。

なお、当社と兼職先との間には、特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における活動状況

区 分 氏 名 活 動 状 況

取 締 役 柴 行 延
当事業年度に開催された取締役会11回全てに出席し、警察署長や暴力
追放運動推進センター専務理事として培われた知識・経験に基づき、
適宜発言を行っております。

取 締 役 松 山 誠
当事業年度に開催された取締役会11回全てに出席し、税理士として培
われた知識と豊富な経験に基づき、適宜発言を行っております。

常勤監査役 一 宮 勇 治
就任後開催の取締役会８回全て、また、監査役会８回全てに出席し、
経理・財務での豊富な経験に基づき、適宜発言を行っております。

監 査 役 鈴 木 祐 介
当事業年度に開催された取締役会11回全て、また、監査役会13回全て
に出席し、弁護士としての企業法務に関する専門的見地と豊富な経験
に基づき、適宜発言を行っております。
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(4) 会計監査人の状況

① 名称 有限責任 あずさ監査法人

② 報酬等の額
（単位：百万円）

区 分 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 43

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 43

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断
をいたしました。

３．当社の重要な子会社のうち、カーディントン・ユタカ・テクノロジーズ・インコーポレーテッド他11
社は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の監査を受けております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、

取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場

合は、監査役会は監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、

監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査

人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

当社が取締役会において決議した「内部統制システム整備の基本方針」及びその運用状

況の概要は、以下のとおりです。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

当社役員及び従業員がとるべき行動の規範を定め、周知徹底を図る。

コンプライアンスに関する事項を統括する役員を設置し、運用体制を整備する。

コンプライアンスに係る内部通報体制を整備する。

（運用状況の概要）

当社役員及び従業員が共有する具体的な行動の指針として「Yutaka行動規範」を

制定し、定例ミーティング、入社時研修及び階層別研修の機会を通じて周知徹底を

しています。

コンプライアンスに関する取組みを統括する担当取締役として、コンプライアンス

オフィサーを任命するとともに、「CG委員会」を設置して、コンプライアンス体制の

整備を行っています。

当事業年度、CG委員会を定期で開催し、内部統制システムの整備・運用状況、

企業倫理改善提案窓口の運用状況、コンプライアンス向上に係る施策などを審議しま

した。

各部門は、法令遵守について自己検証を行い、統制部門による検証結果の確認と

その確認結果を踏まえた社長直轄の業務監査室による業務監査を実施しました。

内部通報窓口として、「企業倫理改善提案窓口」を社内に加え、弁護士事務所によ

る社外窓口を設置しており、提案者保護を含む社内規程に基づき運用しています。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、管理方針を定め、適切に保存管理を

行う。

（運用状況の概要）

当社における情報管理の方針は、「文書管理規程」及び「機密管理規程」により

定められており、取締役の職務執行に係る情報の管理方針も規定されています。

取締役会や経営会議の議事録は開催毎に作成され、上記規程に従い担当部門により

永年保存されています。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
各会議体の審議基準を定め、経営の重要事項に関してはリスクを評価・検討した

上で決定する。
リスク管理に関する事項を統括する役員を設置するとともに、リスク管理に関す

る規程を定め、運用体制を整備する。
（運用状況の概要）

経営上の重要事項は、取締役会、経営会議などで各審議基準に従って審議され、
リスクを評価、検討した上で決定しています。
リスクに関する取組みを統括する担当取締役として、リスクマネジメントオフィ

サーを任命するとともに、「リスク管理委員会」を設置し、リスク管理体制の整備を
行っています。
「Yutakaグローバルリスクマネジメント規程」を制定し、当社におけるリスク管理
の基本方針、リスク情報の収集及び危機発生時の関連組織並びに各自のとるべき行動
基準・体制の整備を行い、各部門は、上記規程に基づき定期的にリスクアセスメント
及びリスクの未然防止・低減策を行うことで、被害の最小化を図っています。
重要なリスクについては、リスクマネジメントオフィサーにより、対応状況を

監視、監督しています。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
経営会議を設置し、取締役会から委譲された権限の範囲内で、経営の重要事項に

ついての審議を行い、迅速かつ適切な経営判断を行う。
意思決定のスピードアップと業務執行の効率アップを目的とし執行役員制度を導入

するとともに、地域・機能別の各本部や主要な組織に本部長等を配置する。
効率的かつ効果的な経営を行うため、経営ビジョン、中期経営計画及び年度毎の

事業計画などを定め、その共有を図るとともに進捗状況を監督する。
（運用状況の概要）

経営の重要事項を決定する機関として、取締役会のほか、経営会議などが設置され
ており、各審議基準により業務執行取締役に授権される権限の範囲と意思決定のプロ
セスを明確にしています。
迅速かつ適切な経営判断を行うため、地域・機能別の各本部や主要な組織に、取締

役からの権限委譲を受け担当分野の業務を執行する責任者として本部長や執行役員を
配置しています。
全役員及び執行役員から構成される経営企画会議にて経営ビジョン、

中期経営計画及び年度毎の事業計画を決定し、各本部長をはじめとする執行責任者を
通じて全社で共有しています。
取締役会は、四半期毎に業務執行の報告を受け、その状況を監視、監督していま

す。
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⑤ 当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

当社役員及び従業員のとるべき行動の規範及びコンプライアンスやリスク管理に関

する基本方針を子会社と共有するとともに、運営体制を整備・監督し、当社グループ

としてのコーポレートガバナンスの充実に努める。

子会社における経営の重要事項などを当社に報告する体制を整備する。

当社グループとしてコンプライアンスに係る内部通報体制を整備する。

当社グループとしての内部監査体制の充実を図る。

（運用状況の概要）

当社グループは、「Yutaka行動規範」やコーポレートガバナンス及びリスク管理に

関する基本方針の共有を図るとともに、地域や子会社毎にCG・リスク管理委員会を設

置し、各国の法令・事業環境に合わせた推進を図り、コーポレートガバナンスの充実

に努めています。

また、内部統制体制の整備・運用状況に対し定期的な自己検証を行い、各子会社は

当社にその状況を定期的に報告し、グループとして内部統制が常に有効に機能する様

に努めています。

子会社の経営の重要事項に関して、当社グループ共通の審議基準に基づき当社への

報告または事前承認を求めるとともに、事業計画等の報告を定期的に受け、業務の適

正を確認しています。

当社の企業倫理改善提案窓口が、子会社からの内部通報を受け付けるとともに、子

会社は自社の内部通報窓口を設置しています。

業務監査室は、当社各部門の内部監査を行うほか、必要に応じて子会社の直接監査

を実施しています。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対す

る指示の実効性の確保に関する事項

監査役からの要求により業務監査室のスタッフがサポートを実施する。

（運用状況の概要）

業務監査室のスタッフは、監査役との緊密な連携・意思疎通ができる体制により、

相互補完した監査業務を実施しています。
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⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制並びに当該報告をした者が当該

報告をしたことを理由に不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

監査役への報告を適時・的確に実施し、監査役の監査が実効的に行われるための体

制を整備する。また、当該報告を行ったことを理由に不利な取り扱いを行わない。

（運用状況の概要）

「監査役への報告基準」を整備し、この基準に基づき関係する取締役や組織が、当社

や子会社等の営業の状況、コンプライアンスやリスク管理等の内部統制システムの整

備及び運用の状況等について、監査役への報告をするほか、監査役から業務執行に関

する事項の報告を求められた場合には速やかに報告を行っています。

監査役に報告を行った者に対して、当該報告を行ったことを理由に不利な取り扱い

はしていません。

⑧ 監査役の職務執行について生ずる費用の処理に関する方針、その他監査役の監査が

実効的に行われることを確保するための体制

監査役の監査が実効的に行われるために、必要な体制を整備する。

監査役の職務執行に必要な費用は、当社規則に則って会社が負担する。

（運用状況の概要）

監査役会は、社外監査役を含めた各監査役が監査役会の定めた監査の方針・業務分

担に従い、経営会議及び取締役会へ出席して必要に応じて質疑を行い意見を述べるほ

か、業務執行状況の調査を通じて取締役の職務遂行の適正性について監査を行ってい

ます。

また、監査役と業務監査室が緊密に連携して、当社や子会社の業務監査を実施して

います。

監査役の職務執行に関する費用は、事業年度毎に監査役からの提案に基づいて必要

な予算を確保し、社内規程により処理をしています。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 事業報告の記載数値のうち、百万円単位については、単位未満の端数を四捨五入して表示しておりま

す。
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連結財政状態計算書
（2022年３月31日現在）

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産

流 動 資 産

現 金 及 び 現 金 同 等 物

営業債権及びその他の債権

棚 卸 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

非 流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 非 流 動 資 産

150,588

42,073

72,323

32,372

3,820

57,746

53,031

663

1,332

1,990

730

負 債

流 動 負 債 108,907

営業債務及びその他の債務 95,279

借 入 金 9,787

未 払 法 人 所 得 税 等 1,239

そ の 他 の 流 動 負 債 2,603

非 流 動 負 債 4,453

借 入 金 652

退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,607

繰 延 税 金 負 債 622

そ の 他 の 非 流 動 負 債 1,572

負 債 合 計 113,360

資 本

親会社の所有者に帰属する持分合計 83,808

資 本 金 1,754

利 益 剰 余 金 78,360

自 己 株 式 △3

その他の資本の構成要素 3,697

非 支 配 持 分 11,166

資 本 合 計 94,974

資 産 合 計 208,334 負 債 及 び 資 本 合 計 208,334
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連結包括利益計算書

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 収 益 213,395

売 上 原 価 190,725

売 上 総 利 益 22,671

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 15,278

そ の 他 の 収 益 1,742

そ の 他 の 費 用 281

営 業 利 益 8,853

金 融 収 益 2,617

金 融 費 用 105

税 引 前 利 益 11,365

法 人 所 得 税 費 用 4,487

当 期 利 益 6,879

そ の 他 の 包 括 利 益

純 損 益 に 振 替 え ら れ る こ と の な い 項 目

確 定 給 付 負 債 ( 資 産 ) の 純 額 の 再 測 定 △164

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の純変動 5

純 損 益 に 振 替 え ら れ る こ と の な い 項 目 合 計 △160

純 損 益 に 振 替 え ら れ る こ と の あ る 項 目

在 外 営 業 活 動 体 の 換 算 差 額 5,206

純 損 益 に 振 替 え ら れ る こ と の あ る 項 目 合 計 5,206

そ の 他 の 包 括 利 益 ( 税 引 後 ) 合 計 5,047

当 期 包 括 利 益 11,925

当 期 利 益 の 帰 属

親 会 社 の 所 有 者 4,466

非 支 配 持 分 2,413

当 期 利 益 6,879

当 期 包 括 利 益 の 帰 属

親 会 社 の 所 有 者 8,847

非 支 配 持 分 3,079

当 期 包 括 利 益 11,925
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連結持分変動計算書

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

(単位：百万円)

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

資 本 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式

その他の資本
の 構 成 要 素

確定給付負債
(資産) の純
額 の 再 測 定

2021 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,754 75,126 △3 －
当 期 利 益 4,466
そ の 他 の 包 括 利 益 △164

当 期 包 括 利 益 － 4,466 － △164
配 当 金 △1,067
その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

△164 164

所 有 者 と の 取 引 等 合 計 － △1,231 － 164
2022 年 ３ 月 31 日 残 高 1,754 78,360 △3 －

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資 本 合 計

その他の資本の構成要素

親 会 社 の
所 有 者 に
帰 属 す る
持 分 合 計

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産
の 純 変 動

在 外 営 業
活 動 体 の
換 算 差 額

そ の 他 の
資本の構成
要 素 合 計

2021 年 ４ 月 １ 日 残 高 10 △859 △849 76,028 9,735 85,763
当 期 利 益 － 4,466 2,413 6,879
そ の 他 の 包 括 利 益 2 4,543 4,381 4,381 665 5,047

当 期 包 括 利 益 2 4,543 4,381 8,847 3,079 11,925
配 当 金 － △1,067 △1,648 △2,715
その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

164 － － －

所 有 者 と の 取 引 等 合 計 － － 164 △1,067 △1,648 △2,715
2022 年 ３ 月 31 日 残 高 12 3,684 3,697 83,808 11,166 94,974
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結計算書類の作成基準

当社グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、IFRS

という）に準拠して作成しております。なお、連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開

示項目の一部を省略しております。

(2) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数 14 社

② 連結子会社の名称

株式会社スミレックス

新日工業株式会社

カーディントン・ユタカ・テクノロジーズ・インコーポレーテッド

ユタカギケン（ユーケー）リミテッド

ユーワイエス・リミテッド

ユタカ・マニファクチャリング（フィリピンズ）インコーポレーテッド

ユージー・フィリピンズ・インコーポレーテッド

ピー・ティー・ユタカ・マニファクチャリング・インドネシア

佛山市豊富汽配有限公司

武漢金豊汽配有限公司

ワイエス・テック（タイランド）カンパニー・リミテッド

ユタカ・ド・ブラジル・リミターダ

ユタカ・オートパーツ・インディア・プライベート・リミテッド

ユタカ・テクノロジーズ・デ・メキシコ・エス・エー・デ・シー・ブイ

(当連結会計年度における連結の範囲の変更)

2021年４月１日付で、カーディントン・ユタカ・テクノロジーズ・インコーポレーテッドを存続会

社、アラバマ・カルマン・ユタカ・テクノロジーズ・リミテッド・ライアビリティ・カンパニーを消

滅会社とする吸収合併を行い、アラバマ・カルマン・ユタカ・テクノロジーズ・リミテッド・ライア

ビリティ・カンパニーを連結の範囲から除外しております。この結果、当連結会計年度末における連

結子会社数は14社となりました。
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(3) 会計方針に関する事項

① 外貨換算

イ．外貨建取引

当社グループの各企業は、その企業が営業活動を行う主たる経済環境の通貨として、それぞれ独自の

機能通貨を定めており、各企業の取引はその機能通貨により測定しております。

各企業が計算書類を作成する際、その企業の機能通貨以外の通貨での取引の換算については、取引日

の為替レート、又は取引日の為替レートに近似するレートを使用しております。

期末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで換算しております。

換算又は決済により生じる為替差額は、純損益として認識しております。

ロ．在外営業活動体の計算書類

在外営業活動体の資産及び負債は期末日の為替レートで、収益及び費用は期中平均為替レートを用い

て日本円に換算しております。

在外営業活動体の計算書類から発生した為替換算差額は連結包括利益計算書の「その他の包括利益」

で認識し、為替換算差額の累計額は連結財政状態計算書の「その他の資本の構成要素」として計上して

おります。

在外営業活動体の為替換算差額の累計額は、支配の喪失をした場合には、処分した期間に純損益とし

て認識しております。

② 金融商品

イ．金融資産

金融資産は当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて公

正価値で測定する金融資産及び償却原価で測定する金融資産に分類しております。

金融資産は、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、又は金融資

産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当該金融資産の所有に係るリスクと経済価

値のほとんどすべてが移転している場合において、認識を中止しております。

(a) 償却原価で測定する金融資産

次の条件がともに満たされる金融資産を償却原価で測定する金融資産に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基

づいて、資産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払いのみであるキャッシュ・フ

ローが特定の日に生じる。

償却原価で測定する金融資産は、当初認識時に公正価値にその取得に直接起因する取引費用を加算

して測定しております。また、当初認識後は実効金利法に基づく償却原価で測定しております。
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(b) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産に分類されずに公正価値で測定することとされた金融資産のうち、売

買目的ではない資本性金融商品への投資については、当初認識時に公正価値の事後的な変動をその他

の包括利益を通じて測定することを選択しております。

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産は、当初認識時に公正価値にその取得時に

直接起因する取引費用を加算して測定しております。また、当初認識後は公正価値で測定し、その事

後的な変動をその他の包括利益として認識しております。その他の包括利益として認識した金額は、

認識を中止した場合、その累計額を利益剰余金に振り替えており、純損益には振り替えておりませ

ん。なお、配当については純損益として認識しております。

ロ．金融負債

金融負債はその当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定する金融負債及び償却原価で測定する金

融負債に分類しております。

金融負債は、金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し又は失効と

なった時に認識を中止しております。

(a) 償却原価で測定する金融負債

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債以外の金融負債は、償却原価で測定する金融負債に分

類しております。償却原価で測定する金融負債は、当初認識時に公正価値からその発行に直接起因す

る取引費用を減算して測定しております。また、当初認識後は実効金利法に基づき償却原価で測定し

ております。

(b) 純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は、当初認識時に公正価値により測定しております。

また、当初認識後は公正価値で測定し、その事後的な変動を純損益として認識しております。

ハ．デリバティブ

デリバティブは公正価値で当初測定しております。また、当初測定後は公正価値で測定し、その事後

的な変動は純損益として認識しております。

なお、上記デリバティブについて、ヘッジ会計は適用しておりません。
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③ 有形固定資産

有形固定資産は原価法を適用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測定

しております。取得原価には、資産に直接関連する費用、解体・除去及び土地の原状回復費用及び資産計

上すべき借入費用が含まれています。

土地及び建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で計上し

ております。主な見積耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～20年

工具、器具及び備品 ２～20年

減価償却方法、耐用年数及び残存価額は年度毎に見直しを行い、必要に応じて改定しております。

④ 無形資産

イ．研究開発

新しい科学的又は技術的知識の獲得のために行われる研究活動に対する支出は、発生時に費用計上し

ております。開発活動による支出については、信頼性をもって測定可能で、技術的かつ商業的に実現可

能であり、将来的に経済的便益を得られる可能性が高く、当社グループが開発を完成させ、当該資産を

使用又は販売する意図及びそのための十分な資質を有している場合にのみ、無形資産として資産計上し

ております。

償却費は、見積耐用年数にわたり定額法で計上しております。見積耐用年数は、当社グループの製品

が搭載される特定の二輪車及び四輪車製品が製造・販売される期間の見積ライフサイクル（主に５年）

を採用しております。見積耐用年数、償却方法は、年度毎に見直しを行い、必要に応じて改定しており

ます。

ロ．ソフトウエア

内部利用のソフトウエアは、当初認識時に取得原価で測定しております。準備段階において発生した

内部及び外部費用は発生時の費用とし、開発段階において発生した内部及び外部費用は無形資産に計上

しております。導入後に発生するメンテナンスなどの費用は発生時の費用としております。

償却費は、見積耐用年数（主に５年）にわたり定額法で計上しております。見積耐用年数、償却方法

は、年度毎に見直しを行い、必要に応じて改定しております。
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⑤ リース

借手としてのリース取引について、使用権資産は、リース開始日にリース負債の当初測定額に前払リー

ス料等を調整した額で当初の測定を行っており、リース期間にわたって定額法により減価償却しておりま

す。

リース負債は、残存リース料を借手の追加借入利子率を用いて割り引いた現在価値で測定しており、リ

ース料は、利息法に基づき、金利費用とリース負債の返済額とに配分しております。

ただし、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースについては、使用権資産及び

リース負債を認識せず、当該リースに関連したリース料をリース期間にわたり定額法により費用として認

識しております。

貸手としてのリース取引について、重要なものはありません。

⑥ 棚卸資産

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のうちいずれか低い価額で測定しております。棚卸資産の取

得原価は、主として総平均法に基づいて算定しております。

正味実現可能価額は、通常の営業過程における見積り販売価額から完成までに要する見積原価及び見積

販売費用を控除した額です。

⑦ 従業員給付

イ．退職後給付

当社グループは、従業員の退職給付制度として確定給付制度と確定拠出制度を有しております。

(a) 確定給付制度

確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用は、予測単位積増方式

を用いて制度ごとに算定しております。

割引率は将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に応じた期

末日の優良社債の市場利回りを参照して決定しております。

確定給付制度に係る負債又は資産は、確定給付制度債務の現在価値から、制度資産の公正価値を控

除し算定しております。また、勤務費用と確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額は、発生した

会計期間において純損益として認識しております。確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額は、

制度資産に係る利息収益及び確定給付制度債務に係る利息費用から構成されております。利息純額

は、確定給付制度債務の現在価値の測定に用いられるものと同じ割引率を乗じて算定しております。

過去勤務費用は、発生した期間の純損益にて認識しております。

確定給付負債（資産）の純額の再測定は、発生した期間においてその他の包括利益にて認識し、直

ちに利益剰余金に振り替えております。

なお、加盟している複数事業主制度については関連する確定給付制度債務、制度資産及び費用に対

する当社の比例的な取り分を、他の確定給付制度と同様の方法で会計処理しております。
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(b) 確定拠出制度

確定拠出制度の退職給付に係る費用は、従業員が関連するサービスを提供した時点で費用として認

識しております。

ロ．その他の長期従業員給付

年金制度以外の長期従業員給付として、一定の勤続年数に応じた特別休暇や報奨金制度を有しており

ます。その他の長期従業員給付に対する債務額は、従業員が過年度及び当年度において提供したサービ

スの対価として稼得した将来給付の見積額を現在価値に割り引いた額で計上しております。

ハ．短期従業員給付

短期従業員給付については、割引計算を行わず、会計期間中に従業員が勤務を提供したもので、当期

勤務の見返りに支払うと見込まれる給付金額を純損益として認識しております。賞与については、当社

及び子会社が支払いを行う法的債務または推定的債務を有しており、信頼性のある見積りが可能な場合

に、支払見積額を負債として認識しております。

⑧ 引当金

引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法的又は推定的債務を負っており、当該

債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある見

積りが可能である場合に認識しております。引当金は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値

及び当該負債に特有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いております。時の経

過に伴う割引額の割戻しは純損益として認識しております。

⑨ 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、下記の5ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ1：顧客との契約を識別する

ステップ2：契約における履行義務を識別する

ステップ3：取引価格を算定する

ステップ4：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ5：企業が履行義務の充足時に収益を認識する

当社グループは、製品の販売については、通常は製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配

を獲得することから、履行義務が充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を認識しており

ます。また、収益は、返品、リベート及び割引額を差し引いた純額で測定しております。
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２．会計上の見積りに関する注記

IFRSに準拠した連結計算書類の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費

用の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を設定することが義務付けられております。ただし、実際

の業績はこれらの見積りとは異なる場合があります。見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されま

す。会計上の見積りの変更は、見積りを変更した会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識し

ております。

連結計算書類の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は以下のとおりです。

(1) 非金融資産の減損

有形固定資産、及び無形資産等の非金融資産について、資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能

価額を超える可能性を示す事象や状況の変化が生じた場合には、減損の兆候があるものとして、その資

産又は資金生成単位の回収可能価額を見積っています。

減損の兆候及び減損損失の認識に関する判断、及び回収可能価額の見積りは合理的であると判断して

います。

ただし、これらの見積りには不確実性が含まれているため、予測不能な前提条件の変化等により非金

融資産の評価に関する見積りが変化した場合には、結果として将来追加で減損損失を計上する可能性が

あります。

当連結会計年度においては、連結財政状態計算書において有形固定資産53,031百万円、無形資産663

百万円を計上しております。また、当社グループが保有する固定資産について、収益性が低下したこと

に伴い減損の兆候が認められたことから将来の回収可能性を検討した結果、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し745百万円を減損損失として計上いたしました。

(2) 繰延税金資産の回収可能性

当社グループは、将来減算一時差異、繰越欠損金及び税額控除のうち、将来課税所得を減算できる可

能性が高いものに限り繰延税金資産を認識しています。課税所得が生じる可能性の判断においては、事

業計画に基づき課税所得の発生時期及び金額を見積っています。

繰延税金資産の回収可能性の評価にあたり実施している見積りは合理的であると判断しています。

ただし、これらの見積りには不確実性が含まれているため、予測不能な前提条件の変化等により繰延

税金資産の回収可能性の評価に関する見積りが変化した場合には、結果として将来追加で繰延税金資産

を減額する可能性があります。また、税制改正により実効税率が変更された場合には、繰延税金資産が

増減する可能性があります。

当連結会計年度においては、1,990百万円を繰延税金資産として計上いたしました。
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３．連結財政状態計算書に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 132,214百万円

(2) 保証債務

「ホンダ住宅共済会」会員である当社の従業員の銀行借入について本田技研工業株式会社の保証に基づく

求償権の履行に対する債務 1百万円

４．連結包括利益計算書に関する注記

減損損失

当社グループは以下の資産について減損損失を計上しました。

（単位：百万円）

事業グループ セグメント 用途 種類 減損金額

自動車部品四輪 日本
建物、生産設備及び
土地

建物、土地等 745

当社の国内連結子会社（新日工業株式会社）が保有する固定資産について、収益性が低下したことに伴

い減損の兆候が認められたことから将来の回収可能性を検討した結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し745百万円を減損損失として計上いたしました。

その内訳は、建物及び構築物449百万円、土地259百万円及びその他37百万円であります。

なお、当資産グループの回収可能価額は処分費用控除後の公正価値により測定しております。処分費用

控除後の公正価値については、鑑定評価額等に基づき算定しております。

当該公正価値のヒエラルキーのレベルはレベル３であります。
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５．連結持分変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 14,820千株 －千株 －千株 14,820千株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 2千株 －千株 －千株 2千株

(3) 配当に関する事項

① 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2021 年 ６ 月 25 日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 533 36 2021年３月31日 2021年６月28日

2021 年 10 月 29 日
取 締 役 会

普 通 株 式 533 36 2021年９月30日 2021年12月３日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2022年６月24日開催の第36回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

付 議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2022年６月24日
定時株主総会

普 通 株 式 593 利益剰余金 40 2022年３月31日 2022年６月27日
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に関するリスク管理の基本方針

当社グループでは、主に自動車部品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金

（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な

運用資金を銀行借入により調達しております。

なお、当社グループでは、リスクをリスク項目毎に分類・定義した上で、リスクの性質に応じた管理を

行っております。

②金融商品のリスク

イ．信用リスク

信用リスクとは、顧客又は金融商品の取引相手が契約上の義務を果たすことができなかった場合に負

う財務上の損失リスクです。

当社グループでは、現金及び現金同等物については、その取引先が信用力の高い金融機関のみである

ことから、信用リスクは限定的であります。

営業債権及びその他の債権は顧客の信用リスクに晒されております。営業活動から生じる債権は、そ

の多くが本田技研工業株式会社とそのグループ会社に対するものであり同グループの信用リスクに晒さ

れておりますが、その信用力は高く信用リスクは限定的であります。当該リスクに関しては、当社は、

販売管理規程に従い債権管理部門が取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び

残高管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結

子会社についても、当社の販売管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

ロ．流動性リスク

流動性リスクとは、現金又はその他の金融資産により決済する金融負債に関連する債務を履行する際

に直面するリスクです。

当社グループにおいては、営業債務及びその他の債務、借入金及びその他の金融負債は流動性リスク

に晒されていますが、当社グループでは、適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、十分な手許

資金流動性及び金融機関からの借入枠を維持することなどによりリスクを管理しております。

ハ．市場リスク

(a) 為替変動リスク

当社グループは、外貨建ての輸出入取引・外国間取引などの事業活動が行われており、その収益・

費用などは主に外国通貨による受払いとして発生する一方、当社グループの連結決算上の報告通貨が

日本円であることから、外貨建ての対日本円での為替リスクに晒されております。

当社グループでは、外貨建ての金銭債権債務について、通貨別の期日及び残高管理を行い早期に回

収・支払いすることにより、リスクの低減を図っております。また、外貨建ての受取配当金につい

て、先物為替予約等を利用して、リスクの低減を図っております。

― 33 ―

2022年05月25日 10時08分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



(b) 金利変動リスク

当社グループは、運転資金の調達や固定資産取得等のため金融機関からの借入などを通じて資金調

達を行っており、金利変動リスクに晒されております。当社グループは、その金利変動リスクを回避

するために、長期借入金に対して支払利息の固定化を行っており、この結果、金利変動リスクは僅少

であります。

(c) 資本性金融商品の価格変動リスク

当社グループにおける資本性金融商品は、取引先企業との業務等に関する株式であり、資本性金融

商品の価格変動リスクに晒されています。

当社グループでは、取引先企業との業務等に関する株式については定期的に公正価値と発行体（取

引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案し、継続的に保有しております。ま

た、保有している資本性金融商品は少額であるため、当該リスクが当社グループの純損益及びその他

の包括利益に与える影響は軽微であります。

(2) 金融商品の公正価値に関する状況

①金融商品の種類別の帳簿価額及び公正価値は以下のとおりです。

（単位：百万円）

当連結会計年度末

（2022年３月31日）

帳簿価額 公正価値

金融資産

償却原価で測定する金融資産

現金及び現金同等物 42,073 42,073

営業債権及びその他の債権 72,323 72,323

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産

その他の金融資産 34 34

金融資産合計 114,431 114,431

金融負債

償却原価で測定する金融負債

営業債務及びその他の債務 95,279 95,279

借入金 10,439 10,443

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

デリバティブ負債 292 292

金融負債合計 106,009 106,013

― 34 ―

2022年05月25日 10時08分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



②金融商品の公正価値算定方法

イ．現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務

現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務のうち、流動項目は短

期間で決済され、また非流動項目は実勢金利であるため、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっ

ております。

ロ．その他の金融資産

その他の金融資産のうち、市場性のある有価証券の公正価値は市場価格を用いて見積っております。

非上場会社普通株式は割引将来キャッシュ・フロー、収益、利益性及び純資産に基づく評価モデル及び

その他の評価方法により、公正価値を算定しております。

ハ．借入金

借入金は、将来キャッシュ・フローを新たに同様の契約を実行した場合に想定される利率で割り引く

方法により算定しております。

ニ．デリバティブ

当連結会計年度より、当社の海外子会社からの配当金に係る為替変動リスクに関して、先物為替予約

取引等のデリバティブを利用し、リスクの低減を行っております。

デリバティブは取引先金融機関から提示された為替相場等の観察可能な市場データに基づいて算定し

ております。

なお、デリバティブ取引は当該リスクを低減するために利用し、投機的な取引は行わない方針であり

ます。

③連結財政状態計算書において認識している公正価値測定のヒエラルキー

以下は公正価値で計上される金融商品を評価方法ごとに分析したものです。以下のように定義づけられて

おります。

レベル1：活発な市場における同一の資産または負債の市場価格

レベル2：レベル1以外の観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル3：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

公正価値により測定された金融商品

（単位：百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他の包括利益を通じて公正価値
で測定する金融資産

その他の金融資産 27 － 8 34

純損益を通じて公正価値で測定する
金融負債

デリバティブ負債 292 292
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当連結会計年度において、レベル1、2及び3間の振替はありません。

レベル3に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表

（単位：百万円)

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

期首残高 8

その他の包括利益 －

取得 －

処分 －

期末残高 8

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり親会社の所有者に帰属する持分 5,655円74銭

(2) 基本的１株当たり当期利益 301円35銭
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８．企業結合等に関する注記

共通支配下の取引等

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合企業の名称 カーディントン・ユタカ・テクノロジーズ・インコーポレーテッド

事業の内容 自動車部品四輪（排気系部品、駆動系部品）、自動車部品二輪の生産及び販売

被結合企業の名称
アラバマ・カルマン・ユタカ・テクノロジーズ・リミテッド・ライアビリテ
ィ・カンパニー

事業の内容 自動車部品四輪（排気系部品、駆動系部品）の生産及び販売

(2) 企業結合日

2021年４月１日

(3) 企業結合の法的形式

カーディントン・ユタカ・テクノロジーズ・インコーポレーテッドを存続会社、アラバマ・カルマン・

ユタカ・テクノロジーズ・リミテッド・ライアビリティ・カンパニーを消滅会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称

カーディントン・ユタカ・テクノロジーズ・インコーポレーテッド

(5) その他取引の概要に関する事項

北米市場の電動化拡大を見据え、体質改善の推進、事業基盤の安定化を目的としております。

(6) 実施した会計処理の概要

共通支配下における企業結合とは、企業結合当事企業もしくは事業のすべてが、企業結合の前後で同一

の企業により最終的に支配され、かつ、その支配が一時的でない場合の企業結合であります。当社グルー

プは、すべての共通支配下における企業結合取引について、継続的に帳簿価額に基づき会計処理しており

ます。
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９．収益認識に関する注記

（1）顧客との契約から生じる収益の分解

顧客との契約の固有の事実及び状況を考慮した結果、報告セグメントを自動車部品四輪、自動車部品

二輪、汎用部品別に売上収益を分解しています。また、地域別の収益は、販売元の所在地に基づき分解

しております。

当社グループの当連結会計年度における、これらの分解した収益とセグメント売上高との関連は以下

のとおりであります。

（単位：百万円)

報告セグメント 日本 北米 アジア 中国 その他 合計

自動車部品四輪 22,253 34,499 9,982 130,288 2,853 199,875

自動車部品二輪 1,194 － 10,972 － － 12,167

汎用部品 1,354 － － － － 1,354

合計 24,801 34,499 20,955 130,288 2,853 213,395

(注）売上収益は、そのほとんどが顧客との契約から認識した収益であり、その他の源泉から認識した収益に

重要性はありません。

（2）収益を理解するための基礎となる情報

「1.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項（3）会計方針に関する事項」の「⑨重要な収

益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①顧客との契約から生じた債権の残高

（単位：百万円)

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 46,693 50,701

②残存履行義務に配分した取引価格

当社および連結子会社の残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が

１年を超える重要な契約がないため、実務上の簡便法を適用し、記載を省略しております。

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

（注） 本連結計算書類中の記載金額は、表示数値未満の端数を四捨五入して表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2022年３月31日現在）

(単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 負 債

電 子 記 録 債 務

買 掛 金

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

賞 与 引 当 金

設備関係電子記録債務

移 転 価 格 調 整 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

製 品 保 証 引 当 金

23,824

478

9,812

3,184

44

120

1,240

54

867

168

7,564

292

819

72

727

20

流 動 資 産 39,688
現 金 及 び 預 金 86
売 掛 金 19,410
製 品 850
仕 掛 品 1,236
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,465
前 渡 金 23
前 払 費 用 25
未 収 入 金 7,275
有 償 支 給 に 係 る 資 産 2,343
未 収 消 費 税 等 408
短 期 貸 付 金 6,070
そ の 他 497

固 定 資 産 31,405
(有 形 固 定 資 産) 12,225
建 物 3,240
構 築 物 198
機 械 及 び 装 置 4,828
車 両 運 搬 具 56
工 具、 器 具 及 び 備 品 386
土 地 3,101
リ ー ス 資 産 106 負 債 合 計 24,643
建 設 仮 勘 定 309 純 資 産 の 部

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

46,451
1,754
547
547

44,152
152

44,000
41,290
2,710
△3

(無 形 固 定 資 産) 88
ソ フ ト ウ エ ア 56
電 話 加 入 権 0
電 気 通 信 施 設 利 用 権 33

( 投 資 そ の 他 の 資 産 ) 19,092
関 係 会 社 株 式 11,877
関 係 会 社 出 資 金 5,086
長 期 前 払 費 用 5
前 払 年 金 費 用 1,665
繰 延 税 金 資 産 446
そ の 他 33
貸 倒 引 当 金 △21 純 資 産 合 計 46,451

資 産 合 計 71,094 負 債 純 資 産 合 計 71,094
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損 益 計 算 書

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

(単位：百万円)

科 目 金 額
売 上 高 36,460
売 上 原 価 30,547

売 上 総 利 益 5,913
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,840

営 業 利 益 73
営 業 外 収 益

受 取 利 息 39
受 取 配 当 金 7,617
受 取 賃 貸 料 4
為 替 差 益 726
雑 収 入 57 8,443

営 業 外 費 用
支 払 利 息 16
減 価 償 却 費 1
雑 損 失 11 28
経 常 利 益 8,488

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1 1

特 別 損 失
固 定 資 産 廃 棄 損 72
特 別 退 職 金 45
移 転 価 格 調 整 金 7,145 7,262

税 引 前 当 期 純 利 益 1,227
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 996
法 人 税 等 調 整 額 △91 905
当 期 純 利 益 322
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株主資本等変動計算書

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本

純資産
合 計資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株主資本
合 計資 本

準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他
利益剰余金 利 益

剰 余 金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

2021年４月１日 残高 1,754 547 547 152 40,990 3,755 44,897 △3 47,196 47,196

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 － 300 △300 － － －

剰余金の配当 － △1,067 △1,067 △1,067 △1,067

当 期 純 利 益 － 322 322 322 322

事業年度中の変動額合計 － － － － 300 △1,045 △745 － △745 △745

2022年３月31日 残高 1,754 547 547 152 41,290 2,710 44,152 △3 46,451 46,451
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

イ．関係会社株式 移動平均法による原価法によっております。

ロ．その他有価証券

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。

② 棚卸資産

・通常の販売目的で保有する棚卸資産

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定額法によっております。

（リース資産を除く）

② 無形固定資産 定額法によっております。

（リース資産を除く） なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に備えるため、翌事業年度支払予定額の

うち、当事業年度に属する支給対象期間に見合う金額を計上しておりま

す。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると

認められる額を計上しております。

なお、過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務

年数による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務年数による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処

理しております。
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④ 製品保証引当金 販売した製品に係るクレーム費用の発生に備えるため、当該費用の発

生額を個別に見積もって計上しております。

⑤ 移転価格調整引当金 将来海外子会社に対して支出が見込まれる調整金を、移転価格に係る

税務当局間の合意内容に基づき、申請対象期間における海外子会社の売

上高・営業利益の実績に基づき計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

当社は、製品の販売については、通常は製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得す

ることから、履行義務が充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を認識しております。ま

た、主として子会社との契約に基づく売上高ベースのロイヤルティ等に係る収益は、算定基礎となる売上

が発生した時点で収益を認識しています。また、収益は、返品、リベート及び割引額を差し引いた純額で

測定しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類に

おけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

２．会計方針の変更

① 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

得意先から支給品の支給を受ける有償受給取引について、従来は有償支給元への売り戻し時に売上高と

売上原価を計上しておりましたが、当事業年度の期首からは加工代相当額のみを純額で収益として認識す

る方法に変更しております。

この結果、従前の会計処理と比較して、当事業年度の売上高は56,620百万円、売上原価は56,620百万

円、棚卸資産は2,343百万円それぞれ減少し、また有償支給に係る資産は2,343百万円増加しております。

当該会計方針の変更は遡及適用されており、利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

② 時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30 号 2019 年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19 項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10 号 2019 年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、当事業年度に与

える影響はありません。

３．表示方法の変更

該当事項はありません。
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４．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計

算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、以下のとおりであります。

(1) 固定資産の減損

有形固定資産 12,225百万円

無形固定資産 88百万円

当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法については、連結注記表「２．会計上の見積りに関する

注記（1）非金融資産の減損」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

(2) 繰延税金資産の回収可能性

繰延税金資産 446百万円

当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法については連結注記表「２．会計上の見積りに関する注

記(2) 繰延税金資産の回収可能性」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

５．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 42,760百万円

(2) 保証債務

「ホンダ住宅共済会」会員である当社の従業員の銀行借入について本田技研工業株式会社の保証に基づく

求償権の履行に対する債務 1百万円

関係会社の金融機関からの借入に対する保証債務

カーディントン・ユタカ・テクノロジーズ・インコーポレーテッド 4,127百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権・債務

① 短期金銭債権 32,077百万円

② 短期金銭債務 7,863百万円

(4) その他

有形固定資産の取得価額から直接控除した国庫補助金等による圧縮記帳額

土地 400百万円

６．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

① 売上高 34,142百万円

② 仕入高 16,128百万円

③ 営業取引以外の取引高 7,696百万円

(2) 移転価格調整金

移転価格税制に関する事前確認申請の合意に基づく当社と米国子会社との過年度移転価格調整金7,145百

万円を計上しております。
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７．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 1,824株 －株 －株 1,824株

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 3,019百万円

賞与引当金 259百万円

減価償却超過額 183百万円

減損損失 1,017百万円

退職給付引当金 217百万円

移転価格調整引当金 2,259百万円

棚卸資産評価損 56百万円

未払社会保険料 39百万円

ソフトウエア 27百万円

関係会社株式評価損 766百万円

その他 24百万円

繰延税金資産小計 7,865百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △2,848百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △4,073百万円

評価性引当額小計 △6,921百万円

繰延税金資産合計 944百万円

繰延税金負債

前払年金費用 △497百万円

繰延税金資産の純額 446百万円

９．リースにより使用する固定資産に関する注記
ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引
① リース資産の内容

有形固定資産
主として、コンピューター・サーバー（工具、器具及び備品）であります。

② リース資産の減価償却の方法
「１．重要な会計方針に係る事項(2) 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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10．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

親会社
本 田 技 研 工
業 株 式 会 社

被所有
直接69.7％

当社製品の
販売
材料の仕入

製品の販売
(注1)

原 材 料
の 仕 入

(注1)

21,352

6,050

売掛金

買掛金

8,996

7,224

(2) 子会社

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社

カ ー デ ィ ン ト ン ・
ユ タ カ ・ テ ク ノ ロ
ジ ー ズ ・ イ ン コ ー
ポ レ ー テ ッ ド

所有
直接100.0％

当社製品の
販売
債務保証
役員の兼任
資金の貸付

部品・設備
の販売等及
びロイヤル
テ ィ 収 入
(注1、注2)
債 務 保 証

(注4)
保 証 料 の
受 入 れ

(注4)
資金の貸付

(注5)
利息の受取

(注5)

3,799

4,127

28

6,070

39

売掛金

短期
貸付金

未収入金

3,693

6,070

13

子会社
佛 山 市 豊 富
汽 配 有 限 公 司

所有
直接 81.8％
間接 2.2％
(注4)

当社製品の
販売
役員の兼任

部品・設備
の販売等及
びロイヤル
ティ収入・
ブランド
使用料

(注1、注2、
注3)

3,321 売掛金 1,981

子会社
武 漢 金 豊
汽 配 有 限 公 司

所有
直接 80.0％

当社製品の
販売
役員の兼任

部品・設備
の販売等及
びロイヤル
ティ収入・
ブランド
使用料

(注1、注2、
注3)

982 売掛金 754
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種 類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社

ユ タ カ ・ テ ク ノ ロ
ジ ー ズ ・ デ ・ メ キ
シ コ ・ エ ス ・ エ ー
・ デ ・ シ ー ・ ブ イ

所有
直接 99.0％
間接 1.0％

当社製品の
販売
債務保証
役員の兼任

部品・設備
の販売等及
びロイヤルテ

ィ収入
(注1、注2)

2,640 売掛金 2,246

子会社 新 日 工 業 株 式 会 社
所有
直接 52.0％

新日工業株
式会社製品
の購入
役員の兼任

製品の購入
(注1)

5,137 買掛金 337

子会社 株式会社スミレックス
所有
直接 100.0％

株式会社ス
ミレックス
製品の購入
役員の兼任

製品の購入
(注1)

3,989 買掛金 87

取引条件及び取引条件の決定方法等
（注1） 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定してお

ります。
（注2） ロイヤルティ収入については契約に基づき子会社製品売上に一定の割合を乗じた金額を享受しており

ます。
（注3） ブランド使用料については契約に基づき子会社製品売上に一定の割合を乗じた金額を享受しておりま

す。
（注4） カーディントン・ユタカ・テクノロジーズ・インコーポレーテッドの銀行借入（短期借入金4,006百万

円、長期借入金121百万円）につき、債務保証を行ったものであり、平均残高に対し、年率1.0％の保
証料を受領しております。

(注5) 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。

(注6) 上記の他、米国子会社カーディントン・ユタカ・テクノロジーズ・インコーポレーテッドとの取引に
関して移転価格税制に関する事前確認申請の合意に基づき、過年度移転価格調整金にかかる移転価格
調整引当金7,564百万円を計上しております。

11. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表 1.重要な会計方針に係る

事項（4）収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

12．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 3,134円72銭

(2) １株当たり当期純利益 21円72銭

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

（注） 本計算書類中の記載金額は、表示数値未満の端数を四捨五入して表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2022年５月18日

株式会社 ユタカ技研
取 締 役 会 御中

有限責任 あずさ監査法人
名古屋事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 金 子 能 周

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 口 真 樹

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ユタカ技研の2021年４月１日から2022年３

月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結包括利益計算書、連結持分

変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会

計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、株式会社ユタカ技研及び連結子会社か

らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法

人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証

拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に

おける取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討

すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払

うことにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準

で求められる開示項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示することにある。これには、不

正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した

内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、経営者が清算若しくは事業停止の意図があるか、又はそれ以
外に現実的な代替案がない場合を除いて、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切である
かどうかを評価し、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開
示項目の一部を省略した会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項
を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

― 49 ―

2022年05月25日 10時08分 $FOLDER; 49ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略して作成するこ
とを認めている会社計算規則第120条第１項後段の規定に準拠しているかどうかとともに、関連する注記
事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2022年５月18日

株式会社 ユタカ技研
取 締 役 会 御中

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 金 子 能 周

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 口 真 樹

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ユタカ技研の2021年４月１日から

2022年３月31日までの第36期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査

法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ

の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手

したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に

おける取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他

の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する

こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ

とにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に

関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に

対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集

計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判

断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統

制を検討する。
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・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り

の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査

証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告

書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記

事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人

の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書

類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減

するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査役会は、2021年4月1日から2022年3月31日までの第36期事業年度の取締役の職務の執行に関して、

各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま

す。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準等に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締

役、業務監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと

もに、以下の方法で監査を実施しました。なお、新型コロナウイルス感染症対策として一部の監査等

にWeb会議システムを利用するなどして行い、当初の監査計画をほぼ実行しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務

及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意

思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他株式会社及び子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決

議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、監査役会が定めた内部統制システ

ムに係る監査の実施基準に準拠し、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期

的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。また、子会社の取締役及び

使用人等からも必要に応じてその構築及び運用の状況について報告を受け説明を求めました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第5号イの留意した事項及び同号ロの判断及び理

由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えまし

た。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま

た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に

従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態計算

書、連結包括利益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま

す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ

ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

④事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さな

いように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及び

その理由について、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月25日

株式会社ユタカ技研 監査役会

常勤監査役 種 茂 明 久 ㊞

常勤監査役(社外監査役) 一 宮 勇 治 ㊞

社外監査役 鈴 木 祐 介 ㊞

以上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．剰余金の処分に関する事項。

株主の皆様への安定的な配当を行うため、別途積立金の取崩しについてご承認

をお願いするものであります。

① 減少する剰余金の項目とその金額

別途積立金 1,200,000,000円

② 増加する剰余金の項目とその金額

繰越利益剰余金 1,200,000,000円

２．期末配当に関する事項

第36期の期末配当につきましては、当事業年度の業績並びに今後の事業展開等を

勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

① 配当財産の種類

金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

2022年３月31日を基準日として、当社普通株式１株につき、金40円といたした

いと存じます。

なお、この場合の配当総額は592,727,040円となります。

（中間配当金36円と合わせ年間配当金は76円となります。）

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

2022年６月27日といたしたいと存じます。

― 56 ―

2022年05月25日 10時08分 $FOLDER; 56ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



第２号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する
株主総会資料の電子提供制度の施行日が2022年９月１日とされたことに伴い、株主総会参考書類
等の内容である情報について電子提供措置をとる旨及び書面交付請求をした株主に交付する書面
に記載する事項の範囲を限定することができる旨を設けるものであります。

また、現行の株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定は不要となるた
め、これを削除するとともに、これらの変更に伴う効力発生日等に関する附則を設けるものであ
ります。

２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

現行定款 変更案

第１条～第13条 （条文省略）

第14条 （株主総会参考書類等のインターネット開示
とみなし提供）

当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参
考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類
に記載または表示をすべき事項に係る情報を、法
令に定めるところに従い、インターネットを利用
する方法で開示することにより、株主に対して提
供したものとみなすことができる。

[新設]

第１条～第13条 （現行どおり）

第14条 （電子提供措置等）
当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参

考書類等の内容である情報について、電子提供措
置をとるものとする。

２．当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務
省令で定めるものの全部または一部について、議
決権の基準日までに書面交付請求した株主に対し
て交付する書面に記載しないことができる。

（附則）
現行定款第14条の削除および変更定款第14条の

新設は、会社法の一部を改正する法律（令和元年
法律第70号）附則第１条但書に規定する施行の日
（以下「施行日」という）から効力を生ずるもの
とする。

２．前項の規定にかかわらず、施行日から６か月以内
の日を株主総会の日とする株主総会については、現
行定款第14条はなお効力を有する。

３．本附則は、施行日から６か月を経過した日または
前項の株主総会の日から３か月を経過した日のいず
れか遅い日後にこれを削除する。
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第３号議案 取締役13名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役13名全員が任期満了となります。

つきましては、改めて取締役13名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

1.
あお しま たか お

青島 隆男 （1966年２月11日生） 再任 所有する当社株式の数 5,500株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

1984年４月 プレス技研工業㈱（現当社）入社
2015年４月 武漢金豊汽配有限公司総経理
2018年４月 当社 中国地域本部長

佛山市豊富汽配有限公司董事長
佛山優達佳汽配有限公司董事長
武漢金豊汽配有限公司董事長

2018年６月 当社 取締役 中国地域本部長
佛山市豊富汽配有限公司董事長
佛山優達佳汽配有限公司董事長
武漢金豊汽配有限公司董事長

2019年10月 当社 取締役 中国地域本部長
生産副本部長
佛山市豊富汽配有限公司董事長
佛山優達佳汽配有限公司董事長
武漢金豊汽配有限公司董事長

2020年４月 当社 取締役 生産本部長
中国担当

2020年６月 当社 常務取締役 生産本部長
中国担当

2022年４月 当社 常務取締役 事業戦略担当
（現任）

取締役候補者とした理由

青島隆男氏は、製造領域、海外及び経営における豊富な経験と見識を兼ね備えており、当社グループの持続的
な成長と更なる企業価値向上の実現に必要な人材と考え、引き続き取締役候補者といたしました。
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2.
きり やま とし ひで

桐山 敏英 （1965年４月18日生） 再任 所有する当社株式の数 5,400株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

1986年４月 プレス技研工業㈱（現当社）入社
2010年４月 当社 技術開発室長
2013年６月 アラバマ・カルマン・ユタカ・テクノロ

ジーズ・リミテッド・ライアビリティ・
カンパニー取締役社長

2016年４月 ユーワイエス・リミテッド取締役社長

2017年４月 当社 執行役員
ユーワイエス・リミテッド取締役社長

2018年４月 当社 執行役員 欧州担当
ユーワイエス・リミテッド取締役社長

2018年６月 当社 取締役 欧州担当
ユーワイエス・リミテッド取締役社長

2019年４月 当社 取締役 グローバル部品事業本部
長 欧州担当
リスクマネジメントオフィサー

2021年４月 当社 取締役 北米地域本部長

2022年４月 当社 取締役 グローバル新機種統括
南米・欧州担当 ㈱スミレックス担当
新日工業㈱担当 リスクマネジメントオ
フィサー（現任）

取締役候補者とした理由

桐山敏英氏は、技術開発領域、海外及び経営における豊富な経験と見識を兼ね備えており、当社グループの持
続的な成長と更なる企業価値向上の実現に必要な人材と考え、引き続き取締役候補者といたしました。

3.
さ さ き まさ お

佐々木 正男（1963年７月３日生） 再任 所有する当社株式の数 5,700株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

1982年４月 ㈱鳥居塗装工場（現当社）入社
2012年４月 当社 部品事業部長
2014年４月 ユタカ・オートパーツ・インディア・

プライベート・リミテッド取締役社長
2016年４月 当社 アジア地域副本部長

ユタカ・オートパーツ・インディア・
プライベート・リミテッド取締役社長

2017年４月 当社 アジア地域本部長

2017年６月 当社 取締役 アジア地域本部長
2018年４月 当社 取締役 北米地域本部長
2020年４月 当社 取締役 技術本部長

アジア担当
2020年６月 当社 常務取締役 技術本部長

アジア担当
2021年４月 当社 常務取締役 技術本部長 部品戦

略統括 アジア担当（現任）

取締役候補者とした理由

佐々木正男氏は、部品事業領域、海外及び経営における豊富な経験と見識を兼ね備えており、当社グループの
持続的な成長と更なる企業価値向上の実現に必要な人材と考え、引き続き取締役候補者といたしました。
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4.
ひろ かわ いさお

廣川 功 （1965年２月２日生） 再任 所有する当社株式の数 4,800株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

1987年４月 当社入社
2009年４月 当社 栃木開発センター 第三開発室長
2013年４月 佛山優達佳汽配有限公司総経理
2017年４月 当社 部品事業部長
2017年10月 カーディントン・ユタカ・テクノロジー

ズ・インコーポレーテッド取締役社長
2019年４月 当社 北米地域副本部長

カーディントン・ユタカ・テクノロジー
ズ・インコーポレーテッド取締役社長

2019年６月 当社 取締役 北米地域副本部長
カーディントン・ユタカ・テクノロジー
ズ・インコーポレーテッド取締役社長

2020年４月 当社 取締役 北米地域本部
2021年４月 当社 取締役 グローバル部品事業本部

長 リスクマネジメントオフィサー
2022年４月 当社 取締役 開発本部長（現任）

取締役候補者とした理由

廣川功氏は、開発領域、部品事業領域等を歴任し、海外及び経営における豊富な経験と見識を兼ね備えてお
り、当社グループの持続的な成長と更なる企業価値向上の実現に必要な人材と考え、引き続き取締役候補者と
いたしました。

5.
おお ま たかし

大間 孝 （1965年４月29日生） 再任 所有する当社株式の数 4,100株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

1993年10月 当社入社
2016年４月 当社 法務室長
2019年４月 当社 執行役員 事業管理副本部長

人事・総務部長

2020年４月 当社 執行役員 事業管理本部長
安全環境担当 コンプライアンスオフィ
サー

2020年６月 当社 取締役 事業管理本部長
安全環境担当 コンプライアンスオフィ
サー（現任）

取締役候補者とした理由

大間孝氏は、事業管理部門の要職を歴任し、現在は、それらの経験を活かし事業管理本部長及びコンプライア
ンスオフィサーとしてコーポレートガバナンスの強化に努めており、当社グループの持続的な成長と更なる企
業価値向上の実現に必要な人材と考え、引き続き取締役候補者といたしました。
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6.
おお はし さだ あき

大橋 貞明 （1961年10月16日生） 再任 所有する当社株式の数 5,400株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

1985年４月 プレス技研工業㈱（現当社）入社
2009年４月 当社 新機種企画室長
2010年４月 カーディントン・ユタカ・テクノロジー

ズ・インコーポレーテッド副社長
2013年４月 当社 豊製作所長
2015年４月 当社 部品事業部長
2016年４月 当社 執行役員 部品事業部長

2017年４月 当社 執行役員 新日工業㈱社長付
2017年６月 当社 取締役

新日工業㈱代表取締役社長
2021年６月 当社 取締役（現任）

ユタカ・ド・ブラジル・リミターダ取締
役社長（現任）

［重要な兼職の状況］
ユタカ・ド・ブラジル・リミターダ取締役社長

取締役候補者とした理由

大橋貞明氏は、部品事業領域、海外及び経営における豊富な経験と見識を兼ね備えており、当社グループの持
続的な成長と更なる企業価値向上の実現に必要な人材と考え、引き続き取締役候補者といたしました。

7.
やま もと あ きひ さ

山本 晶久 （1967年１月15日生） 再任 所有する当社株式の数 4,100株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

1989年４月 当社入社
2014年４月 カーディントン・ユタカ・テクノロジー

ズ・インコーポレーテッド副社長

2016年４月 当社 営業部長
2020年４月 当社 営業購買本部長
2020年６月 当社 取締役 営業購買本部長
2022年４月 当社 取締役 北米地域本部長（現任）

取締役候補者とした理由

山本晶久氏は、営業・購買部門、海外子会社で要職を歴任し、豊富な経験と実績を有しており、当社グループ
の持続的な成長と更なる企業価値向上の実現に必要な人材と考え、引き続き取締役候補者といたしました。
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8.
まつ だ ま さゆ き

松田 雅之 （1964年９月23日生） 新任 所有する当社株式の数 400株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

1983年４月 プレス技研工業㈱（現当社）入社
2016年６月 アラバマ・カルマン・ユタカ・テクノロ

ジーズ・リミテッド・ライアビリティ・
カンパニー取締役社長

2019年４月 当社 生産本部 生産本部付 技術統括
2020年４月 当社 執行役員 技術本部 副本部長
2021年４月 当社 執行役員 新日工業㈱ 社長付
2021年６月 当社 執行役員（現任）

新日工業㈱代表取締役社長（現任）
［重要な兼職の状況］
新日工業㈱代表取締役社長

取締役候補者とした理由

松田雅之氏は、技術開発領域、海外及び経営における豊富な経験と見識を兼ね備えており、当社グループの持
続的な成長と更なる企業価値向上の実現に必要な人材と考え、取締役候補者といたしました。

9.
すず き しょうへ い

鈴木 章平 （1972年10月10日生） 新任 所有する当社株式の数 －株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

1991年４月 当社入社
2018年４月 武漢金豊汽配有限公司総経理

2020年４月 当社 執行役員 中国地域本部長
2022年４月 当社 執行役員 生産本部長

中国担当（現任）

取締役候補者とした理由

鈴木章平氏は、製造領域、海外及び経営における豊富な経験と見識を兼ね備えており、当社グループの持続的
な成長と更なる企業価値向上の実現に必要な人材と考え、取締役候補者といたしました。
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10.
ふじ た の ぶひ ろ

藤田 伸弘 （1969年４月26日生） 新任 所有する当社株式の数 －株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

1989年４月 当社入社
2015年６月 当社 購買部 新機種ブロック ブロッ

クリーダー

2020年６月 当社 事業戦略室 主任技師
2022年４月 当社 グローバル部品事業本部長

（現任）

取締役候補者とした理由

藤田伸弘氏は、購買及び事業戦略領域における豊富な経験と見識を兼ね備えており、当社グループの持続的な
成長と更なる企業価値向上の実現に必要な人材と考え、取締役候補者といたしました。

11.
もり た ま さひ こ

森田 雅彦 （1972年９月26日生） 新任 所有する当社株式の数 2,200株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

1989年４月 当社入社
2020年６月 ユタカ・テクノロジーズ・デ・メキシ

コ・エス・エー・デ・シー・ブイ社長

2021年４月 当社 三重製作所長
2022年４月 当社 品質保証責任者（現任）

取締役候補者とした理由

森田雅彦氏は、品質領域、海外及び経営における豊富な経験と見識を兼ね備えており、当社グループの持続的
な成長と更なる企業価値向上の実現に必要な人材と考え、取締役候補者といたしました。
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12.
しば ゆきの ぶ

柴 行延 （1954年３月13日生） 再任 社外 所有する当社株式の数 －株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

1972年４月 静岡県巡査拝命
2011年３月 静岡県警察島田警察署長

2014年５月 公益財団法人静岡県暴力追放運動推進セ
ンター専務理事

2019年６月 当社 社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割

柴行延氏は、警察署長や公益財団法人静岡県暴力追放運動推進センター専務理事として培われた知識・経験を
当社の経営に活用することで、当社のコーポレート・ガバナンスをさらに充実したものにすることが可能であ
ると判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。在任期間は本総会終結の時をもって３年でありま
す。

13.
まつ やま まこと

松山 誠 （1956年６月16日生） 再任 社外 所有する当社株式の数 －株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

1979年４月 名古屋国税局入局
1991年２月 税務大学校名古屋研修所教育官
2007年７月 昭和税務署副署長
2015年７月 名古屋国税局徴収部主任国税訟務官

2016年７月 磐田税務署長
2017年８月 松山誠税理士事務所 税理士（現任）
2020年６月 当社 社外取締役（現任）
[重要な兼職の状況]
松山誠税理士事務所 税理士

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割

松山誠氏は、税理士として培われた専門的な知識と豊富な経験を当社の経営に対し、的確な助言をいただける
とともに必要な監督機能を期待できるものと判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。在任期間は
本総会終結の時をもって２年であります。

(注) １．松田雅之氏は、新日工業㈱代表取締役社長であり、同社は当社との間に部品の売買等の取引を行って
おります。

２．その他の各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．柴行延氏及び松山誠氏は、社外取締役候補者であります。
４．柴行延氏及び松山誠氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はあ

りませんが、上記理由により社外取締役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しております。
５．柴行延氏及び松山誠氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。両氏が

再任された場合は、両氏を引き続き独立役員とする予定です。
６．当社は柴行延氏及び松山誠氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任について、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする旨の責任限定契約を継
続する予定であります。

７．当社は役員等賠償責任保険契約を締結しており、各候補者の選任が承認された場合、当該保険契約に
基づき被保険者となります。契約期間は１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の
うえ、これを更新する予定であります。なお、当該保険契約の概要等は事業報告13頁をご参照くださ
い。
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取締役候補者のスキルマトリックスについて
当社取締役会が果たしていくべき監督機能を継続的に向上させることを目的に、取締役が保有

する多様なスキルをマトリックス化し、以下のとおり開示します。

専門性と経験

企業経営 生産･品質 開発･技術 営業･調達
事業管理

（財務･会計･
労務･法務）

コンプライアンス･
リスクマネジメント 海外勤務

青島 隆男 ○ ○ ○

桐山 敏英 ○ ○ ○ ○

佐々木 正男 ○ ○ ○

廣川 功 ○ ○ ○ ○

大間 孝 ○ ○ ○

大橋 貞明 ○ ○ ○ ○

山本 晶久 ○ ○ ○

松田 雅之 ○ ○ ○ ○

鈴木 章平 ○ ○ ○

藤田 伸弘 ○ ○ ○

森田 雅彦 ○ ○ ○

柴 行延 ※ ○

松山 誠 ※ 〇

※独立社外取締役
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件

2021年６月25日開催の第35回定時株主総会において補欠監査役に選任された佐々木

慎吾氏の選任の効力は、本総会開始の時までとされておりますので、監査役が法令に

定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いいたしたい

と存じます。

なお、本議案における選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意のうえ取締役

会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。

また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

さ さ き しん ご

佐々木 慎吾 （1984年７月31日生） 社外 所有する当社株式の数 －株

略歴（重要な兼職の状況）

2011年12月 弁護士登録
三井法律会計事務所弁護士（現任）

［重要な兼職の状況］
三井法律会計事務所弁護士

補欠の社外監査役候補者とした理由

佐々木慎吾氏は、弁護士として企業法務に精通し企業経営を統治する十分な見識を有しており、弁護士として
培われた専門的な法律全般に関する知識を、当社の監査体制に反映していただくため、補欠の社外監査役候補
者といたしました。

（注）１．当社と佐々木慎吾氏との間には、特別の利害関係はありません。
２．佐々木慎吾氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３．佐々木慎吾氏は、東京証券取引所の定める独立役員の要件を満たしており、同氏が社外監査役に就任

した場合には、当社は、同取引所に独立役員として届け出る予定であります。
４．佐々木慎吾氏が社外監査役に就任した場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任について、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度
とする旨の責任限定契約を締結する予定であります。

５．当社は役員等賠償責任保険契約を締結しており、佐々木慎吾氏が社外監査役に就任した場合、当該保
険契約に基づき被保険者となります。なお、当該保険契約の概要等は事業報告13頁をご参照くださ
い。

以 上
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成子
交差点

菅原町
交差点

新浜松駅新浜松駅

グランドホテル浜松

成子坂
バス停

中部電力
バス停

株主総会会場ご案内図

グランドホテル浜松
孔雀　（２階）
所在地　静岡県浜松市中区東伊場1ー3ー1
            TEL 053ー(452)ー2112

●路線バス 浜松駅よりバスターミナルへ
　<３番のりば> 9 鴨江・医療センター行

9-22 鴨江・大平台一丁目行⇒中部電力バス停下車
　<５番のりば> 20 宇布見・山崎行⇒成子坂バス停下車

●タクシーの場合 JR浜松駅より約５分
<ご注意>
駐車場のご用意はいたしておりませんので、
ご了承くださいますようお願い申しあげます。

2022年05月25日 10時08分 $FOLDER; 67ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）


